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多様 就業 対応 型 ワー クシェ ア リン グを中 心に
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1問 題設定

1.1多 様就業対応型ワークシェア リング

雇用情勢の悪化や年金支給開始年齢の引き上げ等を背景に,2000年 前後からワークシェ

アリングに関する議論は活発化 し,2001年 には厚生労働省 「ワークシェアリングに関する

調査研究報告書」,2002年 には政労使による 「ワークシェア リングについての基本的考え

方」(以 下 「政労使合意」)が 出されるといった具合に,2000年 代前半は強い関心がよせ ら

れ,多 数の調査 ・研究が行われた(長 坂2000,小 倉2001,脇 坂2002,熊 沢2003).

ワークシェア リング(以 下"WS")と は,雇 用の維持 ・創出を目指 して労働時間の短縮

を行 うものであり,大 きく 「多様就業対応型WS」 と 「緊急避難型WS」 の2つ に分けられ

る.中 でも前者は 「勤務の仕方を多様化 し,女 性や高齢者をは じめとしてより多くの者に

雇用機会 を与えることを目的としたワークシェア リング」(厚生労働省2006)で あり,「政

労使合意」では,そ の意義 として,① 国民の価値観 の多様化や仕事 と家庭 ・余暇の両立に

対応できる,② 経営効率の向上,③ 潜在的な労働供給の掘 り起こし,④ 労働需給のミスマ

ッチの解消の4点 をあげている.そ の上で 「多様就業対応型WS」 導入に向けての環境整

備に早期に取 り組むことが適 当であるとしている.に もかかわ らず,多 様就業対応型WS

は,そ の役割を十分に果たすことがなかった.そ の理由として,導 入 に際しては多様な就

業形態間の均等待遇の確立,税 制や社会保障制度の見直しといった容易に解決することが

難 しい課題があるが,そ れについて政労使が長期戦略に基づいて具体的な検討に踏み込め

なかったことがあげられ よう(小 倉2008),

しかし,2008年 の 「パー トタイム労働法」の改正等を契機に,従 来は就業時間だけでな

く賃金体系などの待遇も区分 してきた正社員 とパー トタイマーの雇用体系を一本化する企

業が現れてきた(労 働政策研究 ・研修機構2008・2009).こ うした雇用体系の一本化は,

正社員 とパー トタイマーの処遇格差を解消す るとともに,柔 軟な勤務時間の設定が可能に

なるため,家 族の状況等に応 じて柔軟な働き方ができるとい う点で,上 述の多様就業対応

型WSに 相当するものである.た だ し,こ のように雇用形態を一本化す る企業はまだ少な

く,一 般 の人々の認知度は低いと思われる,と りわけ,こ れか ら就職 しようとする学生に

とって,新 卒 として企業組織に入社することは,正 社員型の就業 を前提 としていることが

多い.近 年は,新 卒で非正規社員 として就業するケースも少なくないが,当 初か らそれを

希求 しているとい うよりは,正 社員就職を希望 していたものの適わず,や むを得ず非正規

の職に就いているとい うことが明らかになってきた.こ のような 「正社員就職」規範が支
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配的である学生にとって,上 述の正社員とパー トタイマーの雇用体系を一本化 したような

企業は どのように捉えられるのか,ま たその制度の重要性は他の制度や仕事の条件 と比較

してどの程度であるか.こ れ らの点に関して,本 研究においては,「 ヴィネ ット」形式を援

用 した調査設計 を行い,多 様就業対応型WSに 対す るニーズについて探索 してい く,

1.2ヴ ィネッ ト方式による調査設計とMDPREFに よる分析

ヴィネッ ト調査は,架 空の具体的状況を記述 した情報を1セ ッ トとして提示 しつつ,多

数の情報セ ット間の比較検討を通 して,そ れ らに対す る評価や意志決定などの回答を調査

対象者に求める調査方法のことを指す(e.g.Nosanchukl972,AlexanderandBeckerI978,

RossiandNock1982,織 田1992).ヴ ィネッ ト(vignette)と は,そ こで提示される架空状

況の記述のことであり,そ の記述内容には対象者の反応 に影響す ると想定される要因群を

調査設計者が選定 し,そ の要因に含まれる特性を組み合わせた上で具体的な状況を表す情

報 として設定 され る.こ の方式の利点は,① 設問内容に具体性をもたせることと,② 状況

設定に関わる要因群 の統制が可能なことにある(林2010).就 業先選択 ・選好を例にとれ

ば,就 業に関わ る制度や条件についての希望を個別に尋ねても,多 くの回答者が条件の良

い特性(高 収入,休 日が多いなど)を 選ぶことになり,有 用な結果を得 られにくい.こ れ

に対 して,こ うした制度や条件を組み合わせて提示 し(例,{高 収入だが休 日が少ない}/

{低収入だが休 日が多い}),そ れ らへの選好を問 うことにより,当 該回答者がどのよ うな

特性を相対的に重視 しているかが導出可能 となる.本 稿で着 目する正社員型/多 様就業型

WSの 就業形態に関 しても,後 者に対応する制度 として,短 時間正社員や在宅勤務などに

ついての希望は,既 存の調査研究においては個別に尋ね られているが(社 会経済生産性本

部2004,電 機連合2005)1),そ うした方法 よりも,当 該制度 と組み合わさる他の制度 ・

条件 との比較考量の中で,そ の相対的重要性を問 う方が,よ り現実的な選択状況に近づ く

であろう.以 上のようなヴィネ ットの利点を考慮 しつつ,本 研究では人々の就業に関わる

いくつかの価値側面に着 目し,そ れぞれの側面に対応 した具体的な条件を,要 因に含まれ

る特性 として設定す る(要 因のひ とつとして,正 社員型/WS型 とい う就業形態も含む).

そ して,そ れ らの要因に関する特性を組み合わせて,1セ ットの就業先企業のプロフィー

ルとして作成 し,い くつかの異なるプロフィール をもつ企業 を回答者に提示 した うえで,

それらへの選好 を尋ねることとする.

得られたデータに基づく分析 に際 しては,提 示 された企業に対する選好度に基づいて,

その特性 として設定 した各条件による影響の強弱を分解的に導出することがよく行われる

(コンジョイン ト分析な ど).そ の場合の選好度は,対 象集団全体の平均選好度を用いるこ

ともできるし,個 々人のそれを用いることも可能である.選 好パター ンに個人差が存在す

ることを前提 とする場合は後者の方が望ましいが,他 方で,個 人単位で各要因の効果が分

解 されるため,全 体の選好構造が把握 しにくいことが懸念 され る.そ こで本稿が着 目する

のは,選 好度の多次元尺度構成法(皿ulti頑mensionalp戯rencescaling,以 降は"MDPREF")
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である.MDPREFと は,評 定者X評 定対象に対する(選 好度のような)ラ ンクの行列デー

タに基づき,そ の特異値分解(singularvaluedecomposition)を 行 うことを通 して,評 定ラ

ンク構造を少数の次元空間 として表わす分析手法である(Carrolll980,岡 太・今泉1994),

この手法を用いることにより,複 数の評定対象(本 研究では企業)を 次元空間上の位置 と

して表わす とともに,各 評定者のランク(本 研究では回答者の企業選好)の 方向性を空間

におけるベク トル として表わす ことになる.つ まり,全 体の選好構造 と個々人の選好方向

を同時に析出するのがMDPREFの 特長であ り,これによって上述の懸念を払拭することが

できるだろう.

ただし,MDPREFに よって析出される選好の次元軸が何 を表わすのかは,次 元空間上の

評定対象の布置によって事後的に解釈 されるため,し ばしば解釈が困難な事態に陥ること

もある.そ の点,本 研究では評定対象である企業について,そ れぞれ のプロフィールを構

成する要因をあらか じめ統制 しておくので(ヴ ィネッ ト調査の利点②),MDPREFに よる

それ らの布置か ら,ス ムースに次元を解釈することが期待できる,以 上のように,本 稿に

おいては方法論的な観点から,調 査の設計に関してヴィネ ッ ト方式を,デ ータ分析に関し

てMDPREFを それぞれ援用 しつつ,1,1で 展開 した 「多様就業対応型WS」 制度に対する

志向性に着 目した検討を進めてい く.

2調 査設計とデータ

2,1要 因 と特性

調査において提示する企業プロフィールについて,以 下の5つ の要因に着 目した上で,

それぞれ を構成す る特性を設定す る.

(1)雇 用 ・就業形態に関わる要因

正社員/パ ー トタイム就業者(非 正社員)を 区分する従来型の雇用形態を採用する企

業と,多 様就業対応型WSを 導入 し,両 者の区分を撤廃 した企業 とを対比させる.回

答者が就業する立場であることを想定する際に,前 者(従 来型)に ついては正社員 と

して就業することを,後 者(WS型)に ついては正社員/パ ー トタイムの区分がない

としつつ,柔 軟な時間設定が可能であることを,そ れぞれの特性 とした.

(1)-1.正社員 として勤務 し,9時 出勤,17時 退社の週40時 間(1日8時 間)で,忙 し

い時期には残業がある.

(1)-2.パー トタイムと正社員の区別がなくな り一本化されたため,出 勤 日と出退社時

間を本人が週30時 間～週45時 間の間で設定できるようになった.

(2)外 在的報酬に関わる要因
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外在的報酬(extrinsicreward)と は,雇 用条件や地位な ど職業生活から手段的に得 られ

る利益のことを指 し,職 業価値志向の実証研究において繰 り返 し析出されてきた仕事

価値の重要な一側面である(e.g,MortimerandLorencel979,千 葉2000).本 研究では,

学生の就職選択を扱 うことを考慮に入れて,そ の要因 として企業規模に代表 させつつ,

有力な大手企業であるか否かを特性 として設定 した.

(2)-1.規模が大きく,業 界で有力な位置にある大手企業である.

(2)-2.それ以外(記 載 なし)

(3)内 在的報酬に関わる要因

内在的報酬(intrinsicreward)と は,仕 事の内実や 自己実現など仕事 自体か ら得 られ る

満足の源泉のことを指 し,(2)の 外在的報酬の対概念でもある.本 研究では,就 業者の

配属される部署が就きたい職種 と連動することを想定 し,そ の希望が実際の配属の際

に考慮されるか否かを特性 として設定 した.

(3)-1.社員の配属先(職 種)は 本人の希望がなるべくかなえられ るよ う,話 し合いの

上で決定される.

(3)-2.それ以外(記 載なし)

(4)ワ ーク ・ライフ ・バランスに関する要因①

仕事 と私生活(あ るいは家庭)と の両立に配慮 した制度2)の ひ とつとして,育 児を目

的 として一時的に認め られ る休暇,す なわち 「育児休暇(休 業)制 度」がある.そ の

制度自体はすでに法的に整備 されているが,そ れが実質的に取得できる(し やすい)

かどうかは別問題であ り,企 業や職場によって実態が異なる.本 研究では実質面の方

に着目して,そ れを取得 しかつ復職 している就業者が多いか否かを特性 として設定 し

た.

(4)-1.育児休暇を取得 して,そ の後職場に復帰する人が多い.

(4)。2.それ以外(記 載な し)

(5)ワ ーク ・ライフ ・バランスに関す る要因②

同じく仕事 と私生活 との両立に関連する要因として,転 勤制度の適用範囲も要因とし

て加える.と りわけ家庭責任を担 うことの多い女性の場合 は,本 人の仕事の都合によ

って他の地域へ移動することが忌避 されやすいことを想定 して,特 定のキャリアを辿

る者 ・基幹労働者のみ/そ れ以外の者 も転勤制度が適用 されるかどうかを特性として

設定した.

(5)-1.職位や勤続年数にかかわらず全員に転勤の可能性がある.

(5)-2.管理職(部 長と課長)の み転勤の可能性がある.
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2.2仮 想企業のプロフィール

以上の5要 因 ・各2特 性(水 準)を 組み合わせることによって,25=32種 類の仮想企業

のプロフィールを設定することが可能 となる,一 方,調 査において回答者にこれ らすべて

の選好度を問 うことはきわめて負担が大きく,ま た冗長でもある,そ こで,実 験計画法に

おいて しばしば用い られる,要 因同士の独立性を保持 しつつ少数の組み合わせに絞 り込む

一部実施要因計画(f}actional魚ctorialdesign)を 援用 し
,全 要因2水 準を扱 う直交表L8に

基づき,表1の ようなA～Hの 特性を有する計8企 業を導出した.そ れぞれの要因ペアに

おいては,必 ず無関連(独 立)に なっている.た とえば雇用 ・就業形態と企業規模 をみる

と,そ の組み合わせ(例.正 社員型+大 手企業)は 計4つ あるが,そ れぞれの組み合わせ

が2っ ずっ設定 されていることが確認できる.

表1企 業特性組み合わせに基づ く仮想8企 業の設定

雇用・就業形態 企業規模 配属希望 育児休暇 転勤適用

A正 社員型 大手企業 希望考慮 復職多 全員

B正 社員型 大手企業 一 一 全員

C正 社員型 一 一 一 管理職のみ

D正 社員型 一 希望考慮 復職多 管理職のみ

E多 様WS型 一 希望考慮 一 全員

F多 様WS型 一 一 復職多 全員

G多 様WS型 大手企業 一 復職多 管理職のみ

H多 様WS型 大手企業 希望考慮 一 管理職のみ

一 は,当 該特性に関する記載がないことを示す.

G社

規模が大きく,業 界で有力な位置にある大手企業である.

パートタイムと正社員の区別がなくなり一本化されたため,

出勤日と出退社時間を本人が週30時 間～週45時 間の間で設定できるようになった.

管理職(部 長と課長)の み転勤の可能性がある.

育児休暇を取得して,そ の後職場に復帰する人が多い.

図1調 査における企業プロフィールの提示例

調査票においては,各 企業それぞれの特性を,ひ とまとま りのプロフィール として回答

者に提示する形式をとった(図1).そ して,そ れぞれに対する回答として,選 好順位 を1

(最も入社 したい)～8(最 も入社 した くない)ま でのいずれかの番号に○を付けてもらっ

た.た だし,す べてを順位付けを行 うのは困難な場合もあると考えられるため,同 順位 も
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許容 した.

2.3実 査の概要

調査は,本 学の学部学生 を対象 として実施する運び となった.設 問としては,上 記の仮

想企業に対する選好判断のほか,理 想 とするライフコース(結 婚 ・出産にともなうキャ リ

アの継続 ・中断),勤 務地に関する希望,そ して学部 ・学年を尋ねることとした.実 査は

2009年10月 ～11月 にかけて,い くつかの授業時間を利用 した集合調査を中心として実施

し(一 部は個々人に依頼),合 計で有効124票 が得 られた.そ の属性内訳について,学 部構

成は文学部80/理 学部26/生 活環境学部18,学 年構…成は1回 生79/2回 生15/3回 生18

/4回 生12で あった.

3分 析結果

3.1MDPREFに よる選好構造の析出

各企業に対する,全124ケ ースの回答者の選好平均は付表の通 りであった.他 方で,こ

れ ら選好についての回答者間で一致性/多 様性 を確認す るために,各 回答者ペア間で8対

象(企 業)に 対する選好順位の相関(Spea㎜an'srho)を 求めたところ,全7626ペ ア間の

順位相関の平均は0.340と,回 答者間の選好判断は必ず しも一様ではないことが確認 され

た.ま た,そ の標準偏差0.385,四 分位範囲0.548(75パ ーセンタイル0.643-25パ ーセン

タイル0.095)か ら,選 好判断が類似する回答者ペアと異なるペアが混在 していることも明

らか となった.

こ うした多様 性 をふ まえた上 で,次 に,個 人 ご との選好 も組み 込む ことができる

MDPREFを 展開する3).手 続 きとしては,ま ず元の選好データを,順 位が上位であるほど

選好度が高 くなるように反転 させ た後,そ の選好度 を回答者 ごとに規準化する(平 均0・

分散1).そ して,回 答者(124行)× 各企業への選好度(8列)と して作成 された選好度

行列に対 して,特 異値分解を行った.次 元数は行/列 どちらか少ない方の数だけ得られる

ので,こ の場合は8次 元までである.全 体のランク(選 好)構 造をより大きく再現できる

次元から順に1次 元→2次 元→...と すると,そ れぞれの再現の程度を表す固有値は,図2

の通 り,2次 元→3次 元でそれが大 きく低下し,それ以降は漸減傾向にあることがわかる(こ

うした転換部分は 「肘elbow」 と呼ばれる).こ れ と連動 して,あ る次元までの固有値の累

計が全体の選好分散の何%を 説明するかを表す 「VAF比 」を見ると,1→2次 元で最 も大き

な上昇が見 られるが(0.393→0.682),そ れ以降の上昇は緩やかである.さ らに,推 定され

る回答者個々人の選好度 とその実測値 との相関(再 現性)の 平均は,2次 元解で0.864と 十

分に高いことも確認 した上で,以 降では2次 元解を用いた検討 を行 う.
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図3MDPREFに 基づく次元空間(2次 元解,横 軸:次 元1/縦 軸:次 元2)

2次 元空間上に衷 される選好構造 として,選 好対象の企業 と回答者の選好の方向を同時

にプロットしたのが図3で ある.次 元空間の周辺 に広がっているマーカーは,ベ ク トル長

を1に 規準化 した各回答者の選好の方向を示す.ま たマーカーの種類(◇ ×△○)は,各

回答者の2次 元空間上の選好ベク トルに基づきクラスター化(Cl～C4)を 行った結果を示

す.具 体的には,回 答者間の類似測度をベク トルの内積(ベ ク トルの方向が一致=1/逆 方
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向=-1/直 交=0)と した上で,群 平均法による階層クラスター分析を展開 した,各 クラ

スターのケース数お よびクラスター問の平均類似度などを勘案 し(5ク ラスター解0.886→

4ク ラスター解0.844→3ク ラスター解0.662),最 終的に4ク ラスター解 を採用 した.結 果

として,ク ラスター1(C1)は 次元1プ ラス方向 ・次元2マ イナス方向へのベク トル,ク

ラスター2(C2)は 次元1プ ラス方向へのベク トル,ク ラスター3(C3)は 次元1・ 次元2

ともプラス方向へのベク トル,ケ ース数は少ないもののクラスター4(C4)は 次元2プ ラ

ス方向へのベク トルが,そ れぞれの選好の方向として示 されている.

その見方 として,空 間右下に位置する1ケ ース(CI)の マーカー◇ を例に とって説明す

る(図4).当 該ケースの選好の方向は,原 点を通 り右下のマーカーへ と伸びる直線によっ

て表され,8つ の企業に対する選好度は,そ の直線上の射影(対 象企業か ら伸びる垂線が

交わる箇所+)と して推定される.こ のケースの場合は,右 下方向の企業G・Hの 順に選

好度が高く,左 上方向のBが 最も低いと位置づけられる.同 様に,空 間右上に伸びるベク

トルを有す るC3の 回答者群の場合は,企 業D・Aの 選好度が高く,E・Fが 低い と位置づ

けられる.

BA

xCメ
メ/D

//.x

//
EF/'

ズ)ピ'

HG

図4MDPREF次 元空間における選好度の射影(例)

3.1次 元の解釈 と志向性

次に,析 出された2次 元はどのような特性を示す次元軸であるのか,ま た回答者(群)

の選好はどのよ うな志向性を示 しているのかを検討 したい.表2は,先 に示 した次元空間

上における各企業の布置に基づき,ヴ ィネ ッ トとしてあ らかじめ設定しておいた諸特性の

次元軸上の位置(平 均スコア)を 計測 したものである.特 性の絶対値が大きいもの,そ し

て対立的な2特 性の平均値の差が大きいものが,当 該次元軸を構成する主要な企業特性要

因であることが示唆 される.

まず次元1に おいては,育 児休暇(+復 職多)と 転勤可能性(+管 理職のみ/一 全員)

の値および要因内特性の差が大きい.い ずれもワーク ・ライフ ・バ ランスに関わる制度で
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あ り,大 半 の回答者 がこの次元 は+方 向への選好,つ ま りワー ク ・ライ フ ・バ ランス制度

の整備 状況特性 への志 向性 が確認 で きる.次 元2に お いては,就 業形態(+正 社員 型/-

WS型)の 値お よび要因 内特性 の差のみ が顕 著で あ り,他 の要 因の寄与 は小 さい.こ の次

元 にお ける回答者 の選 好ベ ク トル は,両 方 向に分かれてお り,ま た先述 の次元1と の相 対

.的 ウェイ トも多様で あ るこ とがわ かる.

ク ラスターに分岐 させ た回答者 群 に即 してみ る と,次 元空 間右 下方 向に伸 びるC1は(と

くに下方 向へ の ウェイ トが高 くな るほ ど)WS型 志 向,右 上方 向のC3は(と くに上方 向へ

の ウェイ トが 高 くな るほ ど)正 社員 型志 向,そ して右横方 向のC2は いず れか の形 態 にと

らわれ るので はな く,育 児休 暇や転 勤な どの ワー クライ フバ ランス制度 に重点 を置 く志向

性 である と言 える.

表2企 業特性 の各次元 ス コア平均

次元1次 元2

就 業形態 正社員型0.057α346

多様WS型 一〇.057-0.346

企 業規模 大手企業0。108-0.OI8
--0 ,1080.018

配属 希望 希望考慮0.129-0.007
--0 ,1290.007

育児休暇 復職多0.217-0.011
--0 .2170.Ol1

転 勤可能性 全員 一〇.2160.067

管理 職のみ0.216-0.067

※絶 対値が0.2以 上 の箇所 は太字

表3選 好 クラス ター 別,ラ イ フコー ス希望の構成 比

CIC2C3C4計

就 業継続希望281618365

61%48%47%100%54%

就業 中断希望181720055

39%52%53%0%46%

計4732383120

100%100%100%100%100%

さ らに表3は,ヴ ィネ ッ ト形式 とは別 の設 問 と して尋 ねた 「理想 の ライ フコース」 との
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関連性について示 したものである,理 想ライフコースを大きく二分 した上で4),先 述の制

度選好に関するクラスター別にその構成比を確認すると,WS型 志向のClは,正 社員型志

向のC3お よびワーク ・ライフ ・バランス志向のC2と 比べて 「継続希望」率がやや高いこ

とがわかる(ケ ース数の少ないC4は 略).WS型 のプロフィールに含まれる 「就業時間の

本人設定」 とい う特性は,「9時 ～17時 」 とい う正社員型の就業時間設定 との対比からも,
一見して従来のパー トタイム型就業 とりわけ結婚・出産にともなって就業を中断 した

後,再 就職 した女性に多い就業形態 と混同している可能性 も考えられる.し か しなが

ら,WS型 志向のC1回 答者群においても,将 来的なライフコースとして 「就業継続」を希

望するケースが少ないわけではなく(む しろC2・C3よ り多い),キ ャ リア志向の者がより

長期的に就業できる制度のひとつ として,こ うした多様就業対応型WSを 位置づけている

ことが示唆 されるだろ う. ,

4考 察 と結論

以上の分析か ら,以 下の2点 が明らかになった.第 一に,企 業制度選好においてワーク ・

ライフ ・バランスの整備状況への志向性 と,正 社員型/WS型 といった就業形態に関する

志向性の2次 元が抽出されたこと,第 二に,こ の次元に基づいて対象者をグループ化 した

上で 「理想のライフコース」との関連性 をみると,WS型 を志向する群は,将 来的なライ

フコース として 「就業継続」を希望す る割合が少ないわけではなく,む しろ正社員型志向

や ワーク ・ライフ ・バ ランス志向グループより若干多いことである.こ の結果は,多 様就

業対応型WSが,学 生が企業を選択する上で重要な判断指標であ り,か つ長期的に就業す

るための制度の一つ として位置づけ られていることを示唆するものと言えよう.将 来の労

働者であり,ま た正社員志向が強いと考えられてきた学生の中にも,こ のように多様就業

対応型WSを 積極的に評価する層が存在することから,同 制度が子育て との両立を求める

女性や高齢者 といった一部の層だけでなく,よ り多くの層にとっても高いニーズがある可

能性が推測 され る.こ の点をふまえれば,2000年 前後の議論では十分に解決できなかった

均等待遇の確立,税 や社会保障制度の見直 しといった具体的な課題に,政 労使で踏み込ん

でいくことの必要性も併せて明らかにできたのではないだろ うか.

また,本 研究においては,ヴ ィネ ッ ト方式による調査設計 とMDPREFを 用いたデータ分

析 とを連動させることによる方法論的観点からの有効性 も確認できる.調 査項 目として示

されるヴィネ ットは,回 答者にとって具体的な状況 として想起 しやすいことを狙ったもの

であり,本 研究で扱った企業選好についても,個 々の企業のプロフィールを1セ ッ トの情

報として提示 した上で(図1参 照),比 較検討 してもらっている,他 方で,分 析段階におい

ては,企 業プロフィールを構成する要因の中で,ど のような特性がよ り選好 されているか

だけにとどまらず,MDPREFに よって析出された主要な次元空間に基づいて,よ り一般化

一28一



された志向性(ワ ーク ・ライフ ・バランス志向,正 社員型/WS型 志向)が 導出された.

その際には,ヴ ィネ ッ トの調査設計においてあらか じめ統制 しつっ設定 した要因 ・特性の

次元スコアを検討することを通 して,析 出 された次元の解釈 を行 うことが可能 となった.

っまり,ヴ ィネッ ト/MDPREFの 併用によって,調 査設計における具体的状況/分 析に基

づく一般化(抽 象化),調 査設計における要因計画/析 出された(志 向)次 元の解釈 といっ

た対応がなされ,両 方法の特長 を生かしあ う形で連動させることの可能性が,本 研究にお

ける試行的調査から示唆されたと言えよう.

[付記]

本論文の調査は,森 貴愛による2009年 卒論研究の一環 として企画 ・実施 され,分 析結果

の一部は卒業論文 『ワー ク・ライフ ・バランスを実現するワークシェア リングとは 一多

様就業対応型 ワークシェアリングの推進 ・実践 ・志向一』にまとめられている.本 稿は,

同 じデータを用いて,さ らなる分析を展開 したものである.

[注]

1)た とえば,社 会経済生産性本部(2004)に よる,20歳 から50歳 の男女を対象に実施

された 「多様就業型 ワークシェアリング制度導入意識調査 ・制度導入状況実態調査」

では,「 短時間正社員」に対する利用希望の有無を質問 している.「希望する」 と 「ど

ちらか とい うと希望する」 と回答 した割合を,多 様就業型WSへ のニーズ とみなして

お り,男性では2割,女 性では約5割 程度のニーズがあることが明らかになっている.

2)(1)の 雇用 ・就業形態に関わる要因の 「WS型 」 も,就 業者が柔軟 に時間を設定できる

とい う点でワーク ・ライフ ・バランスに関わる要因 と言える.た だ し,そ れ以外にも

正社員/非 正社員の処遇格差の解消 とい う側面 も併せ持っていることを勘案する必要

がある.

3)分 析用プログラムは,今 泉忠 ・岡太彬訓による"PCPREF"を 用いた(岡 太・今泉1994).

4)元 の選択肢は,1.結 婚せず仕事を続 ける/2.結 婚するが子 どもは持たず仕事を続ける

/3.結 婚 し子どもを持つが仕事も続 ける/4.結 婚 し子 どもを持つが,結 婚あるいは出

産の機会にいったん退職 し,子 育て後に再び仕事を持つ/5.結 婚 し子 どもを持ち,結

婚あるいは出産の機会に退職 し,そ の後は仕事を持たない/6.そ の他であった.こ の

うち,選 択肢1～3を 「就業継続希望」,選 択肢4～5を 「就業中断希望」とした.

付表 各企業に関する選好順位の記述統計

企業ABCDEFGH

選好順位 平均3.165.735.042.636.095.573.253.68

標準偏差1.981.98L931.62L541,711.962.05
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An Analysis on the Preference Structure of Firm Systems Using Vignettes
and MDPREF: Focused on the Job Diversification Type of Work-sharing

HAYASHI Takuya

NAKAHARA Tomoko

MORIYoshie

Abstract

The importance of firm systems is often asked in a survey to investigate the work orientation of

respondents. In this paper we focus on the preference of the firms adopting "job diversification type

of work-sharing" and measure work orientation including the information of other firm systems or

conditions. For the measurement, two methods are utilized. One is the research design using

''vignette'', the description of fictitious situations; we put together several firm systems as the sets

ofprofile of firms in our survey design. Another is "MDPREF", an analytical procedure for rank

structure; we apply it to the survey data to extract the major dimensions of preference structure of

firm systems. Additionally, we introduce the features of firms fixed as factors in the vignette design

into the interpretation of extracted dimensions. The respondents, the sample of female college

students, regard the system for work-life-balance as of importance on the whole, which is observed

as the first dimension. For the second dimension, their preferences are differentiated according to

the type of employment a firm adopts; the regular employee or the "job diversification type of

work-sharing". Several implications of these outcome, from the standpoints of actual situation and

methodology, are discussed.

(Keywords: vignette survey, MDPREF, work-sharing, work-life-balance)
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